証明願様式１①（登録免許税非課税に関する証明願）

　　年　　月　　日

　山形県知事　　　　　　　　殿

所 在 地

　　（電話　　　－　　　－　　　　）

宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　　　　

登録免許税非課税に関する証明願

　登録免許税の非課税の取扱いを受けるため必要としますので、下記の不動産は宗教法人「　　　　　　　　　　」が専ら自己の宗教の用に供する宗教法人法第３条に規定する境内地・境内建物であることを証明願います。

記

	所在地
	境内地・境内建物の別
	現所有者の

氏名及び住所
	地目又は構造等
	地積又は床面積等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　上記のとおり相違ないことを証明します。

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　

（　留　意　事　項　）

1 この証明願は２部提出してください（証明のうえ１部をお返しします）。

2 証明願の下部（　　　以下の部分）には何も記入しないでください。

3 次の書類を添付書類として１部ずつ提出してください。なお写しによるものには「原本と相違ない」旨を代表役員の記名により証明してください。

(1) 境内地：土地登記事項証明書、建物平面図及び配置図（建物が存する場合）

(2) 境内建物：建物登記事項証明書、建物平面図及び配置図、建築確認通知書若しくは検査済証（新築の場合）

(3) 証明を受けようとする物件の写真

(4) 位置図（住宅地図の写し等）

(5) 公図の写し

(6) 寄付又は売買による場合は、その証書の写し

(7) 宗教法人規則の写し

(8) 規則所定の手続きを経たことを証する書類

①　決議が行われた責任役員会、総代会等の議事録の写し
②　宗教法人法第２３条に規定する財産処分、借入、新築等を伴う場合の公告文

及び公告証明書

③　包括団体の承認を必要とする場合はその承認書

(9) 他県で認証を受けている法人にあっては、宗教法人であることの証明書
※　境内地として整備する場合は以下の書類も提出してください。
(10) 事業計画書

(11) 利用計画図
(12) 設計図、工事請負契約書の写、説明書、確約書（誓約書）
※　駐車場等を作る場合は以下の書類も提出してください。

(13) 事業計画書

(14) 利用計画図
※　申請の内容によって上記以外の書類の提出を求める場合があります。
4 参考：宗教法人法第３条（境内建物及び境内地の定義）

　この法律において「境内建物」とは、第１号に掲げるような宗教法人の前条に規定する目的のために必要な当該宗教法人に固有の建物及び工作物をいい、「境内地」とは、第２号から第７号に掲げるような宗教法人の同条に規定する目的のために必要な当該宗教法人に固有の土地をいう。

(1) 本殿、本堂、会堂、僧堂、僧院、信者修行所、社務所、庫裏、教職舎、宗務庁、教務院、教団事務所その他前条に規定する目的のために供される建物及び工作物（附属の建物及び工作物を含む。）

(2) 前号に掲げる建物又は工作物が存する一画の土地（立木竹その他建物又は工作物意外の定着物を含む。以下この条において同じ。）

(3) 参道として用いられる土地

(4) 宗教上の儀式行事を行うために用いられる土地（神せん田、仏供田、修道耕牧地等を含む。）

(5) 庭園、山林その他尊厳又は風致を保持するために用いられる土地

(6) 歴史、古事等によつて密接な縁故がある土地

(7) 前各号に掲げる建物、工作物又は土地の災害を防止するために用いられる土地

